
主訴（属性）別にみた支援制度の一覧

主訴（属性） 関係法令・施策

1.DV被害者・ストーカー被害者
DV防止法、ストーカー規制法、住基法（閲覧制限）、医療法（扶養義務者認定等）、国民健康保険法、（秘密の保持）、児童手
当法、公営住宅法（優先入居）、健康保険法、母子父子寡婦福祉法

2.性暴力被害者 刑法、総合法律支援法（法テラス）、性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター

3.売買春 売防法、風営法

4.住居喪失者 生活保護法、生活困窮者自立支援法

5.若年者
児童福祉法（親権停止・喪失申立、児相、児童福祉施設）、民法（親権停止・喪失）、地域若者サポートステーション（サポステ）、
生活困窮者自立支援制度、生活保護法

6.妊娠・出産
母子保健法（妊婦健診・乳幼児健診）、母体保護法（中絶）、児童福祉法（助産施設、里親、児童福祉施設）、民法（養子縁
組制度）、育児介護休業法、児童手当、児童扶養手当、生活保護法、生活困窮者自立支援法

7.障害者（知的・精神等）
障害者総合支援法、障害者虐待防止法、発達障害者支援法、生活保護法、障害年金、障害者手帳、療育手帳、グループホーム等障
害福祉サービス

8.家庭不和、離婚 民法、弁護士法、家事事件手続法、総合法律支援法（法テラス）、児童扶養手当、母子父子寡婦福祉法、DV防止法

9.母子家庭
母子父子寡婦福祉法、児童扶養手当法、生活保護法、貸付金制度、母子家庭等就業自立支援センター、ハローワーク、養育費相談
支援センター、高等職業訓練促進給付金、母子生活支援施設

10.外国籍 入管法、人身取引対策行動計画、DV防止法、生活保護法

11.人身取引被害者 人身取引対策行動計画、入管法、IOM（国際移住機関）、弁護士法

12.男性DV被害者 DV防止法、生活保護法（救護施設、更生施設）

13.セクシュアル・マイノリティ 性同一性障害特例法、よりそいホットライン（一般社団法人社会的包摂サポートセンター）

14.同伴家族（児童） DV防止法、児童福祉法、虐待防止法、予防接種法、母子保健法
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※婦人相談員相談・支援指針の主訴別の相談を参考に作成


